
令和８年度（2026年度）中小企業ＤＸ推進臨時補助金交付要望書




                                            　　　　　　令和　　年　　月　　日

公益財団法人くまもと産業支援財団
理事長　　厚地　昭仁　　様

                                  
住所　〒

（申請者）企業名
代表者職名・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡担当者（職名及び氏名）
連絡先（TEL）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　（E-mail）
    
　標記補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて要望します。

  １　別紙１（補助事業計画書）
  ２　別紙２（経費内訳）
  ３　その他の参考資料等
（1） 従業員１人あたりの所定内賃金チェックシート（別紙３）
（2） 所定内賃金に係る誓約書（別紙４）
（３）導入する機器等の参考見積書など金額が確認できる資料
（４）導入する機器等の概要が確認できる資料
（５）直近２期分の決算書
法人企業の方：B/S、P/L、販売管理費及び一般管理費内訳書、製造原価報告書
個人企業の方：確定申告書一式
（６）企業概要（パンフレット等）
（７）理由書（タブレット端末機等を希望される方）
（８）その他
　



別紙１

（１）申請者及び事業内容
	申請事業者
	名　称
代表者
住　所
電　話
主たる業種　　
資本金（出資金）　　　　　　　　　円
従業員数　　　　　　人（うちパート・アルバイト人数　　　　人）

	補助事業のテーマ
	　

	補助事業の実施目的・背景
	（事業実施にあたっての現状の課題なども含めて具体的に記入）












	補助事業の内容
	（事業の実施体制、事業全体のスケジュールなども含めて具体的に記入）














	補助事業実施による効果・今後の展望
	（今後の導入に向けた展開なども含めて具体的に記入）
　
















	補助事業の実施日程
	(開始（予定）) 令和　　年交付決定日
(完了（予定）) 令和 　 年    月    日 　　

	補助事業の実施場所
	

	コンサルティング会社（ＩＴベンダー）又は専門家
	（企業名又は専門家の名称、コンサルティング又は指導の内容など)


	補助事業
担当者
	所属・氏名：

℡：　　　　　　　　　　　　　　E-mail：



（２）「従業員１人当たりの所定内賃金」を引き上げていること。
・令和５年４月１日以降に「従業員１人当たりの所定内賃金」を引上げていること。
　・賃上げ前および賃上げ後の比較
　
	    
	賃上げ前
	賃上げ後

	対象月
	年　　　月
	年　　　月

	対象従業員数
	人
	人

	所定内賃金総額
	円
	円

	従業員１人あたりの所定内賃金
	円
	円

	賃上げ率
	
	％



（３）営業利益額減少要件（補助額10万円以上50万円未満の場合）
　　直近の決算期における営業利益額が前期に比し、10％以上減少していること。

	    
	前期（　　年　　　月期）
	直近の決算期（　　年　月期）

	営業利益額
	円
	円

	（減少率）
	
	％




（４）デジタル技術導入効果（目標値）
ＩｏＴ等のデジタル技術導入のための機器等の整備を行うことによる具体的な成果（目標値）を記載してください。

〇生産性向上や製品・サービスの高付加価値化
	導入後

	



	導入前

	




※生産性向上等の状況を具体的に記載してください。

 (５) 補助事業の資金計画                                                         
	     区　　分
	       金　　額（円）
	資金の調達先

	
	
	

	
	
	


	
	
	

	
	
	

	補助事業費の総額
	
	






























理由書
物品名：　　　　　　　　　　　　　　　
使用用途が当該補助事業に限定されることを客観的に記入してください。



































